
令和６年度陸域由来の海洋ごみ削減啓発事業委託業務 

企画提案公募（プロポーザル）実施要領 

 

１ 目的 

四国４県が連携し、川ごみなど陸域由来の海洋ごみ削減の必要性を幅広く周知するた

め、ＳＮＳ広告を活用した啓発事業を実施し、四国の各県民に陸域由来の海洋ごみ問題

を理解させ、行動変容を促す。 

本業務を効果的かつ効率的に実施するため、企画提案方式（プロポーザル方式）によ

り業務を委託する。 

なお、委託先の選定に当たっては、経費面だけではなく、企画力や人員体制、県民等

への情報発信、仕様書内容の反映度などを総合的に判断する。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務名     令和６年度陸域由来の海洋ごみ削減啓発事業委託業務 

（２）委託業務の内容 令和６年度陸域由来の海洋ごみ削減啓発事業委託業務仕様書 

のとおり 

（３）委託期間    契約締結の日から令和７年３月 14日（金）まで 

（４）委託上限額   787,030円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

３ プロポーザルの参加資格 

  本委託事業の実施に必要な能力を有し、次に掲げる要件を満たしている法人その他

の団体とする。 

（１）令和５～７年度愛媛県競争入札参加資格者名簿に登録済み又はプロポーザルの参

加表明時に愛媛県競争入札参加資格取得に必要な書類一式を提出できること。 

※愛媛県の入札参加資格取得については、愛媛県ホームページ 

（https://www.pref.ehime.jp/site/nyusatsu/40001.html）を参照してください。 

（２）企画提案書の受付開始の日から提出期限の日までの間、愛媛県知事が行う入札参

加停止措置の期間中にないこと。 

（３）会社更生法（昭和 27年法律 172号）に基づき更生手続き開始の申立てがなされて

いる者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）、又は民事再生法（平成 11年

法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の

決定を受けている者を除く。）でないこと。 

（４）以下に該当する者が役員の企業・団体でないこと。 

  ア 法律行為を行う能力を有しない者 

  イ 破産者で復権を得ない者 

  ウ 禁錮以上の刑に処せられている者 

（５）次のアからオのいずれにも該当しない者であること。 

  ア 役員等（個人である場合にあっては当該個人をいい、法人である場合にあって

は当該法人の役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者を

いう。以下各号において同じ。）が暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第 77号。以下「暴対法」という。）第２条第６号



に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下

各号において同じ。））であると認められる者 

  イ 暴力団（暴対法第２条第２項に規定する暴力団をいう。以下各号において同じ。）

であると認められる者 

  ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上利益の供与又は不当に優先的

な取扱いをする等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、関与

していると認められる者 

  オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者 

（６）宗教活動若しくは政治活動を主たる目的とする団体や個人でないこと。 

（７）民間企業、NPO法人、その他の法人（公益法人等）又は法人以外の団体等であって、

現金出納簿等の会計関係帳簿類を整備していること。 

 

４ 実施要領等の配布 

（１）配布期間 

   令和６年６月 13日（木）から令和６年７月３日（水）までの執務時間中（祝日を

除く月曜日から金曜日までの午前８時 30分から午後５時 15分まで） 

（２）配布方法 

   愛媛県のホームページからのダウンロードによるほか、下記の「12 問合せ先・提

出先」で配布する。 

 

５ 質問の受付 

  募集内容に関する質問を次のとおり受け付ける。 

（１）受付期間 

   令和６年６月 13日（木）から令和６年７月３日（水） 

（２）受付方法 

   電子メールにより、下記の「12 問合せ先・提出先」宛てに質問書（様式５）を提

出。（電話、来訪など口頭による質問は受け付けない。） 

（３）回答方法 

   質問書に記載された担当者連絡先に対し、電子メールにより随時回答を送付する。 

   質問及び回答内容は、参加希望書の提出があった全ての者に対し、参加希望書に 

記載された連絡先に電子メールで通知する。ただし、質問又は回答の内容が、質問 

者の具体の提案内容に密接に関わるものについては、質問者に対してのみ回答する。 

 

６ 参加希望者等の確認 

（１）提出書類及び提出部数 

  ア 参加希望書（様式１）・・・・・１部 

  イ 業務実績書（様式２）・・・・・１部 

（２）提出期間 

令和６年６月 13 日（木）から令和６年７月３日（水）までの執務時間中（祝日を



除く月曜日から金曜日までの午前８時 30分から午後５時 15分まで） 

（３）提出方法 

持参又は郵送により、下記の「12 問合せ先・提出先」へ提出。 

なお、郵送の場合は、書留又は簡易書留により送付すること。 

（４）その他 

   参加希望書を提出した後に参加を辞退する場合は、辞退届（様式３）を提出するこ

と。 

 

７ 企画提案の提出手続 

プロポーザル参加者は、次により企画提案書を提出するものとする。 

（１）提出物及び提出部数 

  ア 企画提案書送付文（様式４）・・・・・・１部 

  イ 企画提案書 ・・・・・・・・・・・・・８部 

・Ａ４判、横書き、長辺とじとする（着色可） 

  ウ 見積書（様式任意）・・・・・・・・・・１部 

    ・提案に必要な一切の経費を含めること。 

（２）提出期間 

令和６年６月 13日（木）から令和６年７月 10日（水）までの執務時間中（祝日を

除く月曜日から金曜日までの午前８時 30分から午後５時 15分まで） 

（３）提出方法 

持参又は郵送により、下記の「12 問合せ先・提出先」へ提出。 

なお、郵送の場合は、書留又は簡易書留により送付すること。 

（４）留意事項 

  ア 企画提案書提出後の再提出及び差替えは、原則として認めない。ただし、事務局

から、書類の不足・不備の補完、内容不明点の確認のほか、必要に応じて追加資料

の提出をお願いする場合がある。  

  イ 提出された企画提案書は、返却しない。 

  ウ 企画提案書の提出は、参加者１者につき１回のみとし、複数の提案をすることは

できない。 

 

８ 選定方法 

（１）企画提案書等を提出した者（以下「提案者」という。）の中から委託先候補者

を選定するため、委託先候補者選定のための審査会を設置し、提出された企画提

案書等により書面審査を行う（プレゼンテーションは実施しない）。 

（２）提案された企画提案書等は、次の項目等により総合的に評価する。 

審査項目 内 容 配点 

業務仕様書 

への適合 
仕様書に適合した企画内容となっているか。 ２０ 

提案内容の 

妥当性 
提案内容は、現実的かつ妥当なものか。 ２０ 

提案内容の 

独自性 
独自性の高い提案がなされているか。 １５ 



4県連携事業 

への適合 

SNS広告の内容について、四国４県に共通して発信

できるものとなっているか。 
１５ 

業務遂行 

体制 

遂行可能な人員が確保され、業務を実施するために

適切な体制となっているか。 
１０ 

日  程 日程に無理がなく、作業手順が効率的であるか。 １０ 

価  格 

提案内容を実施するために必要な経費が的確に見

積もられているとともに、その額が合理的なもの

であるか。 

１０ 

 

９ 審査結果 

審査の結果は、全ての提案者に書面で通知する。 

ただし、順位や採点結果については通知しない。また、審査結果に関する質問は、 

一切受け付けない。 

 

10 契約の方法 

（１）委託契約に当たっては、選定された企画提案内容を直ちに契約内容とするものでは

なく、最優秀提案者と提案内容に沿って契約内容についての協議・調整を行った上

で、事務局と提案者の双方が合意に至った場合に契約を締結する。なお、協議等の結

果に基づき、企画提案内容の一部を変更する場合がある。 

（２）別添「令和６年度陸域由来の海洋ごみ削減啓発事業委託業務仕様書」は、最優秀提

案者の企画提案内容によっては、事務局と提案者との協議等の結果に基づき、委託業

務内容の追加、又は修正する場合がある。 

（３）契約保証金は、愛媛県会計規則第 152条の規定により、契約金額に契約保証金の率

（10 分の１以上）を乗じた額を納付する必要がある。ただし、同規則第 154 条の規

定に該当する場合は免除する。 

（４）最優秀提案者が正当な理由なく契約を締結しないとき、又は協議が整わなかったと

きは、その選定を取り消すとともに、審査委員会において次点となった者を最優秀提

案者とし、契約内容についての協議等を行なった上で、契約を締結することとする。 

 

11 その他 

（１）企画提案書の作成及び提出に要する経費は、すべて提案者の負担とする。 

（２）提出された書類は、選定作業のため必要最小限の範囲で複写することがある。 

（３）提出された書類は、愛媛県情報公開条例（平成 10年愛媛県条例第 27号）に基づく

情報公開の対象となる。 

 

12 問合せ先・提出先 

  循環型社会構築四国連携協議会 

（事務局：愛媛県県民環境部環境局循環型社会推進課 計画推進グループ） 

  〒790－8570 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２ 

         愛媛県県民環境部環境局循環型社会推進課 計画推進グループ 

         TEL：089－912－2356  FAX：089－912－2354 

         Eメール：junkan-shakai@pref.ehime.lg.jp 

※持参の場合は、事前にご連絡いただきますようお願いいたします。 


